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人材の確保・定着・育成事業のご案内

１．採用力向上推進事業

　全国的に人手不足が深刻化し、人材確保が課題となる中、効果的な採用活動や魅力ある職場
づくりの重要度が増しています。県では、長崎県人材活躍支援センターに採用力向上支援員を
配置し、県内中小企業を対象に採用力（企業の魅力と伝える力）向上の伴走支援を行なってお
ります。

【支援対象】長崎県内の事業所で正規従業員の求人を行う中小企業者
　　　　　　（※詳細はお問い合わせください。）

２．若手人材定着・育成促進事業

≪支援プロセスの一例≫

現状
企業目標や課題、
必要な人材像の
把握・整理

効果的な企業 PR
方法の検討

キャリアパス作成や
職場環境改善等

安定して
採用可能な
企業へ！

【お問い合せ】県の雇用労働政策課 産業人材対策班（095-895-2711）

　新入社員や若手社員を対象にした意欲向上に繋がるセミナーを開催するとともに、企業の経
営者や人事担当者に向けた人材育成、定着に関するセミナー等を実施します。

【支援対象】高校・大学新卒を含む若手社員を雇用する県内事業所及びその従業員

【事業概要】
　〇若手社員を対象とするもの
　　　①若手社員向けオンラインセミナー
　　　　　新入社員及び入社２～３年目社員に、仕事の基礎やモチベーション向上に関する
　　　　　研修を実施（新人向け、２～３年目向け／各４テーマで１セット）
　　　②専門家による個別訪問事業　
　　　　　若手社員や教育担当者のコミュニケーション能力向上等に必要なアドバイスを
　　　　　行う
　〇経営者・人事担当者等を対象に実施するもの
　　　①経営者向け人材定着オンラインセミナー
　　　　　早期離職を防止するために、若手人材の目標、自信、価値の考え
　　　　　方に基づいた人材育成について理解を深める
　　　②キャリアパス構築・コーチング・メンター制度オンラインセミナー
　　　　　若手人材の定着に必要な社内環境整備等のノウハウについて学ぶ
　　　③人材育成等に関するオンライン個別相談会
　　　　　企業が抱える人材育成における悩みについてのアドバイスを実施

【実施期間】令和３年１０月から順次実施予定（※詳細はお問い合せください。）

３．県の就職支援機関「長崎県人材活躍支援センター」

長崎県人材活躍支援センター フレッシュワークコーナー
〒852-8108 長崎市川口町13-1 長崎西洋館3F
開館日時

（土・日・祝祭日休館）
月曜～金曜　10：00～18：30

095-843-6640
FAX 095-843-6644

☎

専門のキャリア
コンサルタント
がサポートします

それぞれの
「キャリア」形成を
サポートします。

主な支援内容

求職者
向け

在職者
向け

自己分析
企業情報提供
面接練習

◆
◆
◆

仕事の進め方
職場でのコミュニケーション
キャリアアップ

◆
◆
◆

適性・適職診断
応募書類作成
ビジネスマナー

◆
◆
◆学生の皆さん

就職活動中の方
在職中の方
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LL030401企09厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）
新型コロナウイルス感染症の影響で離職された求職者を試行的に雇用する事業主の皆さまへ

トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応
（短時間）トライアルコース）のご案内

　「トライアル雇用（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）」は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響で離職し、これまで経験のない職業に就くことを希望している求職者
を、無期雇用へ移行することを前提に、原則３か月間試行雇用する制度です。
　労働者の適性を確認した上で無期雇用へ移行することができるため、ミスマッチを防ぐことが
できます。事業主の皆さまには、「トライアル雇用求人」を積極的に提出していただくようお願
いします。

※１　求職者が〈常用雇用〉（一週間の所定労働時間が３０時間以上の無期雇用）を希望する場合
※２　求職者が〈常用雇用（短時間労働）〉（一週間の所定労働時間が 2０時間以上３０時間未満の無期雇用を
　　　希望する場合
　事前にトライアル雇用求人をハローワーク、地方運輸局、職業紹介事業者※に提出し、これらの紹介により、
対象者を原則３か月の有期雇用で雇い入れ、一定の要件を満たした場合に、助成金を受けることができます。
 ※ トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）の取扱いを行うに当たって、雇用関係助成金の取
　  扱いに係る同意書を労働局に提出している職業紹介事業者

◆紹介日時点で、次の方はトライアル雇用の対象者にはなりません。
　・職業に就いている人（※日々雇用労働者、シフト制労働者及び登録型派遣労働者で、勤務日数・勤務時間が減少している方は、トライアル
　　雇用の対象者に含まれます）
　・自ら事業を営んでいる人または役員に就いている人

◆新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの活用により雇い入れた対象者（母子家庭の母等、父子家庭の父及び中国残留
　邦人等永住帰国者）を、トライアル雇用終了後も、引き続き継続して雇用する労働者として雇用する場合、特定求職者雇用開発助成金
　の一部を受給することができます。詳細は特定求職者雇用開発助成金のリーフレットをご確認ください。
◆中小建設事業主が若年者（35 歳未満）又は女性を建設技能労働者等として、一定期間試行雇用しトライアル雇用助成金の支給を受けた
　場合に、トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）の受給ができます。詳細は若年・女性建設労働者トライアルコー
　スのリーフレットをご確認ください。

次の全要件を満たした上で、紹介日に本人がトライアル雇用を希望した場合に対象となります。

助成金の支給額

対象労働者

新型コロナウイルス感染症
対応トライアルコース
（※１）

新型コロナウイルス感染症
対応短時間トライアルコース
（※２）

支給額（月額） 最大４万円
（最長３か月）

最大 2.5万円
（最長３か月）

① 令和２年１月 24日以降に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職した※

② 紹介日時点で、離職している期間が３か月を超えている※

③ 紹介日において、就労経験のない職業に就くことを希望している
　　※ 「離職」にはシフト制労働者等のシフトが減少した場合等も含みます。

＜お知らせ＞

「トライアル雇用」のイメージ※

支給対象事業主の要件

※ハローワークから紹介を受けた場合

２週間 ２ヵ月

トライアル雇用
実施計画書の提出期間

トライアル雇用期間終了後、
助成金支給（最長３か月）

支給申請期間トライアル
雇用開始

無期雇用契約締結

※トライアル雇用開始日から２週間以内に、対象者を紹介したハローワークに実施計画書を提出してください。
※実施計画書を提出する際は、雇用契約書など労働条件が確認できる書類を添付してください。
※助成金を受給するためには、トライアル雇用終了日の翌日から起算して２か月以内に、事業所を管轄するハロー
　ワークまたは労働局に支給申請書を提出する必要があります。申請期限を過ぎると助成金を受給できなくなり
　ますので、ご注意ください。
※トライアル雇用の途中で無期雇用へ移行した場合や自己都合で離職した場合は、支給申請期間も変わりますの
　で、速やかに紹介を受けたハローワークへ連絡してください。

トライアル雇用
有期雇用契約（原則３か月）

期間の定めのない雇用
（無期雇用契約）

以下のすべての要件に該当する事業主が対象です。

この他にも要件があります。詳しくは、都道府県労働局・ハローワークへお問い合わせください。

ハローワーク、地方運輸局又は職業紹介事業者（以下「ハローワーク・紹介事業者等」という。）のトライアル雇用求人に係る紹介により、対象者をトライア
ル雇用（国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人から受けている補助金、委託費等から支出した人件費により行ったトライアル雇用を除く。）
した事業主

対象者に係る紹介日前に、当該対象者を雇用することを約していない事業主

トライアル雇用を行った事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内の血族及び姻族をいう。）以外の対象者を雇い入れた事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者を雇用したことがない事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者に職場適応訓練（短期訓練を除く。）を行ったことがない事
業主

トライアル雇用労働者に係る雇用保険被保険者資格取得の届出を行った事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、トライアル雇用を行った事業所において、トライアル雇用（一般トライアルコースによるもの
を含む。以下この７において同じ。）を実施した後に常用雇用（新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの場合は常用雇用（短時間労働）。以下
この７において同じ。）へ移行しなかったトライアル雇用労働者（トライアル雇用労働者本人の都合による離職や本人の責めに帰すべき解雇等は除く。）の数に
トライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書が提出されていない者の数を加えた数が３人を超え、常用雇用へ移行した数を上回っている事業
主以外の事業主

基準期間（トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からトライアル雇用期間を終了する日までの期間をいう。）に、トライアル雇用に係
る事業所において、雇用保険被保険者を事業主都合で離職させたことがある事業主以外の事業主

基準期間に、トライアル雇用に係る事業所において、特定受給資格者となる離職理由のうち１Ａ又は３Ａの理由により離職した者の数を事業所全体の雇用保険
被保険者数で除した割合が６％を超えている（当該離職者数が３人以下の場合を除く。）事業主以外の事業主

過去１年間において、対象者を雇用していた事業主と資本的・経済的・組織的関連性等から密接な関係にある事業主以外の事業主

トライアル雇用労働者に対して、トライアル雇用期間中に支払うべき賃金（時間外手当、休日手当等を含む。）を支払った事業主

トライアル雇用を行った事業所において、労働基準法に規定する労働者名簿、賃金台帳等を整備・保管している事業主

ハローワーク・紹介事業者等の紹介時点と異なる労働条件によりトライアル雇用を行い、トライアル雇用労働者に対し労働条件に関する不利益又は違法行為が
あった事業主以外の事業主

高年齢者雇用確保措置を講じていないことにより、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第 10 条第２項に基づき、雇用確保措置を講ずべきことの勧告を受
けていない、かつ、法令に基づいた適切な高年齢者就業確保措置を講じていないことにより、同法第 10 条の３第２項に基づき、就業確保措置の是正に向けた
計画作成勧告を受けていない事業主

雇用保険適用事業所の事業主

助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要な書類等を整備、保管している事業主

助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要であると管轄労働局長が認める書類等を管轄労働局長の求めに応じ提出又は提示する、管轄労働局の実地調査
に協力する等、審査に協力する事業主

過去５年間において雇用保険二事業の助成金等について不正受給の処分を受けていない事業主

過去５年間において雇用保険二事業の助成金等について不正受給に関与した役員等がいない事業主

支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納がない事業主

支給申請日の前日から起算して過去１年間に労働関係法令違反により送検処分を受けていない事業主

風俗営業等を行うことを目的とする事業所の事業主以外の事業主

暴力団に関係する事業主以外の事業主

暴力主義的破壊活動を行った又は行う恐れがある団体等に属している事業主又はその役員がいる事業主以外の事業主

支給申請日又は支給決定日時点で倒産している事業主以外の事業主

国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人以外の事業主

併給調整の対象となる助成金の支給を受けていない事業主
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＜ご注意＞
　◆派遣求人を「トライアル雇用求人」とすることはできません。
　◆トライアル雇用求人の選考中の人数（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）が求人数の５倍を超える場合は、それ以降のトライアル雇用としての
　　紹介は行いません。例えば、求人１人に対し、トライアル雇用の選考中の人が５人に達した場合は、６人目はトライアル雇用としての紹介は行いません。
　◆求人数を超えたトライアル雇用は実施できません（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）。
　◆トライアル雇用対象者の選考は、なるべく書類ではなく面接で行うようにしてください。
　◆「トライアル雇用求人」は、一般トライアルコースと併用となります。一般トライアルコースの対象となる方からの応募もありえますのでご了承ください。
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（事業主の方へ）
新型コロナウイルス感染症の影響で離職された求職者を試行的に雇用する事業主の皆さまへ

トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応
（短時間）トライアルコース）のご案内

　「トライアル雇用（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）」は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響で離職し、これまで経験のない職業に就くことを希望している求職者
を、無期雇用へ移行することを前提に、原則３か月間試行雇用する制度です。
　労働者の適性を確認した上で無期雇用へ移行することができるため、ミスマッチを防ぐことが
できます。事業主の皆さまには、「トライアル雇用求人」を積極的に提出していただくようお願
いします。

※１　求職者が〈常用雇用〉（一週間の所定労働時間が３０時間以上の無期雇用）を希望する場合
※２　求職者が〈常用雇用（短時間労働）〉（一週間の所定労働時間が 2０時間以上３０時間未満の無期雇用を
　　　希望する場合
　事前にトライアル雇用求人をハローワーク、地方運輸局、職業紹介事業者※に提出し、これらの紹介により、
対象者を原則３か月の有期雇用で雇い入れ、一定の要件を満たした場合に、助成金を受けることができます。
 ※ トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）の取扱いを行うに当たって、雇用関係助成金の取
　  扱いに係る同意書を労働局に提出している職業紹介事業者

◆紹介日時点で、次の方はトライアル雇用の対象者にはなりません。
　・職業に就いている人（※日々雇用労働者、シフト制労働者及び登録型派遣労働者で、勤務日数・勤務時間が減少している方は、トライアル
　　雇用の対象者に含まれます）
　・自ら事業を営んでいる人または役員に就いている人

◆新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの活用により雇い入れた対象者（母子家庭の母等、父子家庭の父及び中国残留
　邦人等永住帰国者）を、トライアル雇用終了後も、引き続き継続して雇用する労働者として雇用する場合、特定求職者雇用開発助成金
　の一部を受給することができます。詳細は特定求職者雇用開発助成金のリーフレットをご確認ください。
◆中小建設事業主が若年者（35 歳未満）又は女性を建設技能労働者等として、一定期間試行雇用しトライアル雇用助成金の支給を受けた
　場合に、トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）の受給ができます。詳細は若年・女性建設労働者トライアルコー
　スのリーフレットをご確認ください。

次の全要件を満たした上で、紹介日に本人がトライアル雇用を希望した場合に対象となります。

助成金の支給額

対象労働者

新型コロナウイルス感染症
対応トライアルコース
（※１）

新型コロナウイルス感染症
対応短時間トライアルコース
（※２）

支給額（月額） 最大４万円
（最長３か月）

最大 2.5万円
（最長３か月）

① 令和２年１月 24日以降に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職した※

② 紹介日時点で、離職している期間が３か月を超えている※

③ 紹介日において、就労経験のない職業に就くことを希望している
　　※ 「離職」にはシフト制労働者等のシフトが減少した場合等も含みます。

＜お知らせ＞

「トライアル雇用」のイメージ※

支給対象事業主の要件

※ハローワークから紹介を受けた場合

２週間 ２ヵ月

トライアル雇用
実施計画書の提出期間

トライアル雇用期間終了後、
助成金支給（最長３か月）

支給申請期間トライアル
雇用開始

無期雇用契約締結

※トライアル雇用開始日から２週間以内に、対象者を紹介したハローワークに実施計画書を提出してください。
※実施計画書を提出する際は、雇用契約書など労働条件が確認できる書類を添付してください。
※助成金を受給するためには、トライアル雇用終了日の翌日から起算して２か月以内に、事業所を管轄するハロー
　ワークまたは労働局に支給申請書を提出する必要があります。申請期限を過ぎると助成金を受給できなくなり
　ますので、ご注意ください。
※トライアル雇用の途中で無期雇用へ移行した場合や自己都合で離職した場合は、支給申請期間も変わりますの
　で、速やかに紹介を受けたハローワークへ連絡してください。

トライアル雇用
有期雇用契約（原則３か月）

期間の定めのない雇用
（無期雇用契約）

以下のすべての要件に該当する事業主が対象です。

この他にも要件があります。詳しくは、都道府県労働局・ハローワークへお問い合わせください。

ハローワーク、地方運輸局又は職業紹介事業者（以下「ハローワーク・紹介事業者等」という。）のトライアル雇用求人に係る紹介により、対象者をトライア
ル雇用（国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人から受けている補助金、委託費等から支出した人件費により行ったトライアル雇用を除く。）
した事業主

対象者に係る紹介日前に、当該対象者を雇用することを約していない事業主

トライアル雇用を行った事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内の血族及び姻族をいう。）以外の対象者を雇い入れた事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者を雇用したことがない事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者に職場適応訓練（短期訓練を除く。）を行ったことがない事
業主

トライアル雇用労働者に係る雇用保険被保険者資格取得の届出を行った事業主

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、トライアル雇用を行った事業所において、トライアル雇用（一般トライアルコースによるもの
を含む。以下この７において同じ。）を実施した後に常用雇用（新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの場合は常用雇用（短時間労働）。以下
この７において同じ。）へ移行しなかったトライアル雇用労働者（トライアル雇用労働者本人の都合による離職や本人の責めに帰すべき解雇等は除く。）の数に
トライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書が提出されていない者の数を加えた数が３人を超え、常用雇用へ移行した数を上回っている事業
主以外の事業主

基準期間（トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からトライアル雇用期間を終了する日までの期間をいう。）に、トライアル雇用に係
る事業所において、雇用保険被保険者を事業主都合で離職させたことがある事業主以外の事業主

基準期間に、トライアル雇用に係る事業所において、特定受給資格者となる離職理由のうち１Ａ又は３Ａの理由により離職した者の数を事業所全体の雇用保険
被保険者数で除した割合が６％を超えている（当該離職者数が３人以下の場合を除く。）事業主以外の事業主

過去１年間において、対象者を雇用していた事業主と資本的・経済的・組織的関連性等から密接な関係にある事業主以外の事業主

トライアル雇用労働者に対して、トライアル雇用期間中に支払うべき賃金（時間外手当、休日手当等を含む。）を支払った事業主
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雇用保険適用事業所の事業主
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国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人以外の事業主

併給調整の対象となる助成金の支給を受けていない事業主
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＜ご注意＞
　◆派遣求人を「トライアル雇用求人」とすることはできません。
　◆トライアル雇用求人の選考中の人数（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）が求人数の５倍を超える場合は、それ以降のトライアル雇用としての
　　紹介は行いません。例えば、求人１人に対し、トライアル雇用の選考中の人が５人に達した場合は、６人目はトライアル雇用としての紹介は行いません。
　◆求人数を超えたトライアル雇用は実施できません（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）。
　◆トライアル雇用対象者の選考は、なるべく書類ではなく面接で行うようにしてください。
　◆「トライアル雇用求人」は、一般トライアルコースと併用となります。一般トライアルコースの対象となる方からの応募もありえますのでご了承ください。



（13） フ ェ イ ス 労 政 な が さ き 令和 3年 9月 令和 3年 9月 フ ェ イ ス 労 政 な が さ き （14）

令和 4年 4月 1日からの法律の改正等について

改正女性活躍推進法の施行について
（令和 4年 4月 1日施行、女性社員の活躍促進に向けた一般事業主行動計画策定等）

育児・介護休業法の改正について
　　（令和 3年 6月 9日公布。令和 4年 4月以降、 順次施行）

★常時雇用する労働者が 101人以上 300人以下の企業は、
　新たに女性社員の活躍促進に向けた一般事業主行動計画を
　策定し、労働局への届出が必要となります。

〇事業主の講ずべき措置（義務）
　　　自社の女性社員の活躍に関する状況把握、 課題分析
　　　一般事業主行動計画の策定、 社内周知及び公表
　　　一般事業主行動計画を策定した旨の労働局への届出（届出様式あり）
　　　計画に沿った取組の実施、 効果の測定

　※ 令和 8年 3月末までは、  i →iv をくり返し実施することになります。

①　男性の育児休業取得促進のため子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組
　　みを創設
　　子の出生後8週間以内に合計4週間まで取得することができる柔軟な育児休業の枠
　　組みが追加されます。
　　　この休業の申出期限は、 原則、 休業の 2週間前まで。
　　　※通常の育休 (1か月前）より短縮
　　　この休業は2回に分割して取得できる。（合計では4週間）
　　　労使協定を締結した場合、労働者と事業主の個別合意により、事前に調整した上
　　　で休業中に就業することが可能
②　 「育児休業を取得しやすい雇用環境整備」 及び「妊娠・出産の申出をした労働者に
　　対する個別の周知・意向確認の措置」 を事業主に義務付け
　　　育児休業の申出・取得を円滑にするため、 研修や相談窓口の設置などから措置を
　　選択
　　　妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対して、 事業主から育児休
　　業等の制度を周知するとともに、 各種制度の利用につき意向を確認
③　育児休業の分割取得
　　現行の育児休業についても、分割して2回まで取得できる。
④　有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件を緩和
　　「事業主に引き続き雇用された期間が 1 年以上である者」であることという要件を
　　廃止。 ただし、 労使協定を締結した場合には、無期雇用労働者と同様の取扱い（育 
　　児・介護休業対象外）となる。
※　②、 ④は令和 4 年 4 月 1 日施行、 それ以外は公布から 1 年 6 か月を超えない範囲
　　内で政令で定める日
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ⅲ

問合せ先　長崎労働局雇用環境・均等室 (095-801-0050)
　　　　　長崎労働局HP→https://jsite.mhlw. go. jp/nagasaki-roudoukyoku/home.html

〈女性活躍に関する認定制度が
　　　　　　　　　　あります〉

えるぼし プラチナえるぼし

良質なテレワークを新規導入・実施した場合、また、導入後引き続きテレワークを実施し
従業員の離職率の低下に効果があった場合に一定額を助成します。【対象:中小企業事業主】

① 就業規則・労働協約・労使協定の作成・変更 ② 外部専門家によるコンサルティング
③ テレワーク用通信機器の導入・運用 ④ 労務管理担当者に対する研修
⑤ 労働者に対する研修

助成対象となる取組（１つ以上行うこと）

人材確保等支援助成金（テレワークコース）のご案内

▶お問い合わせ先
長崎労働局 雇用環境・均等室
℡ 095-801-0050

申請マニュアルや申請様式などは厚生労働省
HPよりダウンロードすることができます。

テレワーク実施計画
の作成・提出

● 端末機器（PC、タブレット等）の購入費用及びレンタル費用については支給対象外です。

● テレワーク実施計画の認定日以降、労働協約または就業規則にテレワーク勤務に関する制度を新たに整備することが必要です。

● テレワークを実施したことがわかる資料の添付が必要となります。（GPS位置情報ログや始終業メール等）

労働局にて
実施計画認定

支給対象経費の３０％支給

※※上上限限額額：：アア １１００００万万円円
イイ ２２００万万円円××対対象象労労働働者者数数

（（アア・・イイののううちちいいずずれれかか低低いい金金額額））

助成対象となる取組の実施期間

テレワーク実施計画認定日以降、機器等導入助成の支給申請日までに取組を実施してください。
※機器等導入助成の支給申請は、テレワーク実施計画認定日から起算して７か月以内です。

人材確保等支援助成金 検索

●使用者が適切に労務管理を行いながら、労働者が安心して働くことのできる形で良質なテレ
ワークを推進し、定着していくことができるよう、厚生労働省では「テレワークの適切な導
入及び実施の推進のためのガイドライン」を策定しています。

●テレワークの導入に当たっては、セキュリティの配慮も必要です。「テレワークセキュリティ
ガイドライン」 （総務省）などもご参照ください。
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/index.htm

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/guideline.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/telework_zyosei_R3.html

留意事項

申請の流れ
認定を受けた実施計画に基づき助成対
象となる取組を実施（機器等導入助成）
取組期間は計画認定日から６か月を経
過する日までの任意の３か月間

機器等導入助成
の助成対象となる
取組を実施した
期間の初日から
１年を経過した日
から３か月間に
テレワークを実施

支給対象経費の２０％支給
<生産性要件を満たした場合は

３５％>

※※上上限限額額：：アア １１００００万万円円
イイ ２２００万万円円××対対象象労労働働者者数数

（（アア・・イイののううちちいいずずれれかか低低いい金金額額））

機器等導入助成に
係る支給申請

目標達成助成に
係る支給申請

★テレワークの導入にあたっては「テレワークに関するガイドライン」を参考にしてください。
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● テレワークを実施したことがわかる資料の添付が必要となります。（GPS位置情報ログや始終業メール等）

労働局にて
実施計画認定

支給対象経費の３０％支給

※※上上限限額額：：アア １１００００万万円円
イイ ２２００万万円円××対対象象労労働働者者数数

（（アア・・イイののううちちいいずずれれかか低低いい金金額額））

助成対象となる取組の実施期間
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●使用者が適切に労務管理を行いながら、労働者が安心して働くことのできる形で良質なテレ
ワークを推進し、定着していくことができるよう、厚生労働省では「テレワークの適切な導
入及び実施の推進のためのガイドライン」を策定しています。

●テレワークの導入に当たっては、セキュリティの配慮も必要です。「テレワークセキュリティ
ガイドライン」 （総務省）などもご参照ください。
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/index.htm

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/guideline.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/telework_zyosei_R3.html

留意事項

申請の流れ
認定を受けた実施計画に基づき助成対
象となる取組を実施（機器等導入助成）
取組期間は計画認定日から６か月を経
過する日までの任意の３か月間

機器等導入助成
の助成対象となる
取組を実施した
期間の初日から
１年を経過した日
から３か月間に
テレワークを実施

支給対象経費の２０％支給
<生産性要件を満たした場合は

３５％>

※※上上限限額額：：アア １１００００万万円円
イイ ２２００万万円円××対対象象労労働働者者数数

（（アア・・イイののううちちいいずずれれかか低低いい金金額額））

機器等導入助成に
係る支給申請

目標達成助成に
係る支給申請

★テレワークの導入にあたっては「テレワークに関するガイドライン」を参考にしてください。
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ながさき女性の活躍応援サイト
女性も働きやすい職場環境づくりに取り組む企業を社員や経営者のメッセージとともに紹介しています。

当サイトでは、民間企業が提供する企業のデータベースとは別の視点から女性が活躍している企業の関連情報を
知っていただき、「働きたい」と考える女性たちが、キャリア形成や仕事と家庭の両立などの面で無理なく活躍で
きるような社会づくりにつなげることを目的としています。

〇求職者や就職活動中の学生の方は
 ・気になる会社の「女性活躍」・「仕事と家庭の両立支援」・「ワーク・ライフ・バランス」などの情報を閲覧で 
　きます。

〇企業の登録のメリット
 ・実際に働く女性社員やその上司、経営者の皆さまの顔が見える形でメッセージを掲載しますので、貴社で働く
　イメージを持っていただくことができます。
 ・貴社の取り組みをアピールすることができ、イメージ・採用力の向上につながります。
 ・多様な視点や価値観を持った人材が確保されることで、創意工夫を活かした新たな商品やサービスの開発が
　期待されます。

「女性の活躍応援サイト」登録企業一覧 （順不同、敬称略）

・オリックス生命保険株式会社
　長崎ビジネスセンター
・株式会社　三基
・社会福祉法人　南高愛隣会
・株式会社　スズキ自販長崎
・社会福祉法人　正道会
・学校法人　鎮西学院

・後藤運輸株式会社
・株式会社　ウォーターマークホテル長崎
・壱岐市農業協同組合
・長崎県商工会連合会
・長崎空港ビルディング株式会社
・株式会社　イデックスリテール西九州
・メットライフ生命保険株式会社

・株式会社　ＰＡＬ構造
・リコージャパン株式会社長崎支社
・株式会社　大光食品
・国立大学法人　長崎大学
・株式会社　新長崎製作所
・社会福祉法人　長崎厚生福祉団
　　　　　　　　（令和 3 年 7 月末時点）

お問い合わせ
長崎県男女参画・女性活躍推進室　TEL 095-822-4729

登録企業を募集中！
※ウェブから登録できます（無料）

ながさき女性活躍応援 検索

な が さ き

女性の活躍応援サイト

長崎市　　医療・福祉　　　　　企業名

諫早市　　教育・学習支援業　　企業名

長崎市　　製造業　　　　　　　企業名

【女性社員からのメッセージ】

【女性社員からのメッセージ】

【女性社員からのメッセージ】

女性●●●●計画

女性●●●●計画

女性●●●●計画

営業部　Aさん

【女性社員からのメッセージ】
臨時社員として働く中で、「もっと自分にできることがある
かも」と感じ、正社員試験を受けました。お客様に合った
プランを提案できる仕事はとてもやりがいを感じます。お
客様との距離が縮まり、街で会った時でも気軽に声をかけ
てもらえるのは嬉しいです。

代表取締役　Ｃさん

【経営者の方からのメッセージ】
当社は、多様な人材活用の一環として女性の活躍を重要
な戦略として位置付けており、女性管理職比率は現在
15% となっています。「働きたい」と考える女性が活躍し、
自己実現できるようにジェンダー平等を推進していきま
す。

営業部　Bさん

【上司の方からのメッセージ】
当社ではライフステージに合わせて働き方を変えること
で、仕事と育児の両立が可能になります。もちろん仕事
の役割と責任に男女差はありません。キャリアアップのた
めには責任のある仕事も増えますが、ポジティブに目指し
ていけるようにバックアップしていきたいです。

女性の活躍応援企業 起業や地域で活躍する女性たち

女性も働きやすい職場づくりに取り組む企業を社員や経営者のメッセージとともに紹介しています。

（サイトイメージ）
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ながさき結婚 · 子育て
応援キャンペーン

ながさき結婚 · 子育て
応援キャンペーン

企業がはじめる 結婚支援のススメ 企業がはじめる
結婚支援のススメ

　少子化による人口減少は労働力不足や消費減に直結し、企業の経済活動にも大きな影響を及ぽすことが懸念
されていますが、 実は、少子化の大きな要因が「結婚の減少」にあることをご存じでしょうか。
　「社員の幸せは企業の幸せ」ー一価値観が多様化する中、社員のプライバシーに配慮しながら、新しい形の結
婚支援に取り組む企業や団体が増えてきています。

　県内の出生数は、第1次ベビーブーム時の約6万人をピークに年々減少を続け、令和元年以降1万人を割りこみ、令和2年の
出生数 （概数）は9,182人となっています。親となる20～40代人口が咸少していくため、出生数の減少は今後も避けられな
い状況です。
　一方で、令和2年の合計特殊出生率（概数）1.64（全国4位）に対し、県の調査による県民の希望出生率は2.08となってお
り、希望どおりに子どもを持てていない現状があります。このため県では、県民の希望出生率の実現に向け、保育の受け皿確
保、結婚から子育てまでを社会で応援する機運の醸成などの取組を行っています。

　合計特殊出生率は、夫婦の出生要因と結婚要因によって変化します。2つの要因の推移を見てみると、有配偶出生率（夫婦
の出生要因）は近年上昇しているのに対し、未婚率は1990年以降急上昇、つまり結婚要因が低下していることがわかります。
　このため、少子化対策には、従来の子育て支援に加え、現在は結婚支援が重要となっています。

1  長崎県の少子化の現状

3  企業における結婚支援のポイント

4  行政と連携した結婚支援 ※いずれも企業登録は無料

県内の年間出生数と合計特殊出生率

未婚者（18～34歳）の
将来の結婚意思

本県の有配偶出生率の推移 本県の50歳時未婚率の推移

県内の出生数はピーク時の1/6以下、令和元年に1万人を割り込む
出生数減少は避けられないが、県民の希望出生率の実現に向けた少子化対策が必要

2  少子化の大きな要因
合計特殊出生率低下の要因を分析すると、近年出生要因は上昇、結婚要因が低下（未婚率が上昇）
少子化対策には、従来の子育て支援に加え、今や結婚支援が重要となっている

厚生労働省「人口動態調査」より

※合計特殊出生率:
　1人の女性が生涯に産むとされる子どもの数

出生数 合計特殊出生率
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厚生労働省「人口動態調査」より
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国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」より

約9割の人が結婚を望んでいるが、価値観の押しつけにならないようにすることが重要
誰もが働きやすい環境づくりや、福利厚生の一環でのさりげない情報提供が結婚支援になる

結婚支援を推進するにあたり、パワハラや
セクハラと捉えられないようにするには？

社員に結婚や交際を聞く場合、どのような
聞き方をすれば良い？

Q1

Q2

結婚応援は具体的にはどのような方法がある？
Q3

A　会社として、個々の従業員の事情に立ち入ることは避ける 
べきですが、結婚や子育てを応援する会社の姿勢を社員に伝
えていきましょう。
誰もが働きやすい環境づくりや、福利厚生と絡めたさり気ない
婚活情報の提供などが、結婚支援につながります。

A　恋愛や結婚はプライベートなことであり、いろいろな事情がある
方、意思を確認されることを煩わしく、又は不快に思う方もいます。
日頃から良好な人間関係を築いたうえで、TPOに配慮して尋ねる
（人前やお酒の席では聞かないなど）ことが大切です。

A  下の「４ 行政と連携した結婚支援」を参考に、まずは県や市
町などの結婚支援策の周知から始めてみてください。

従業員の人生を応援
ながさき結婚・子育て応援宣言

長崎県婚活サポートセンター
応援企業・協力企業

異業種交流を兼ねた出会い
WizCon NAGASAKI

応援企業

協力企業

ながさき結婚 · 子育て応援宣言

企業や団体が、結婚を希望する従業員の後
押しや、安心して妊娠・出産・子育てができ
る職場環境づくりなどを宣言し、県に登録
する制度です。（R3.8.31現在466件）
登録制データマッチング「お見合いシステム」の
従業員割引があります(2年間1万円→5千円)

お見合いの場所を
提供するレストラン、
カフェ、ホテル等

従業員や顧客に対
し、 行政の結婚支
援情報などを提供
する企業

企業や団体の独身グループを登録し、お相
手グループを検索して、交流を申し込みま
す。お相手グループがOKであれば交流会を
開催できます。（企業登録が必要です）

県では、上の３つに取り組んでいただける企業を募集しています。登録企業については、県のウェブサイト等でPRしています。
従業員や顧客の皆様の結婚の希望がかなう環境づくりに向け、ぜひご登録をお願いいたします。

登録申込・お問合せ

長崎県こども未来課　少子化対策班　 電話：095-895-2683
ながさき結婚・子育て応援 検索
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（17） フ ェ イ ス 労 政 な が さ き 令和 3年 9月 令和 3年 9月 フ ェ イ ス 労 政 な が さ き （18）

ながさき結婚 · 子育て
応援キャンペーン

ながさき結婚 · 子育て
応援キャンペーン

企業がはじめる 結婚支援のススメ 企業がはじめる
結婚支援のススメ

　少子化による人口減少は労働力不足や消費減に直結し、企業の経済活動にも大きな影響を及ぽすことが懸念
されていますが、 実は、少子化の大きな要因が「結婚の減少」にあることをご存じでしょうか。
　「社員の幸せは企業の幸せ」ー一価値観が多様化する中、社員のプライバシーに配慮しながら、新しい形の結
婚支援に取り組む企業や団体が増えてきています。

　県内の出生数は、第1次ベビーブーム時の約6万人をピークに年々減少を続け、令和元年以降1万人を割りこみ、令和2年の
出生数 （概数）は9,182人となっています。親となる20～40代人口が咸少していくため、出生数の減少は今後も避けられな
い状況です。
　一方で、令和2年の合計特殊出生率（概数）1.64（全国4位）に対し、県の調査による県民の希望出生率は2.08となってお
り、希望どおりに子どもを持てていない現状があります。このため県では、県民の希望出生率の実現に向け、保育の受け皿確
保、結婚から子育てまでを社会で応援する機運の醸成などの取組を行っています。

　合計特殊出生率は、夫婦の出生要因と結婚要因によって変化します。2つの要因の推移を見てみると、有配偶出生率（夫婦
の出生要因）は近年上昇しているのに対し、未婚率は1990年以降急上昇、つまり結婚要因が低下していることがわかります。
　このため、少子化対策には、従来の子育て支援に加え、現在は結婚支援が重要となっています。

1  長崎県の少子化の現状

3  企業における結婚支援のポイント

4  行政と連携した結婚支援 ※いずれも企業登録は無料

県内の年間出生数と合計特殊出生率

未婚者（18～34歳）の
将来の結婚意思

本県の有配偶出生率の推移 本県の50歳時未婚率の推移

県内の出生数はピーク時の1/6以下、令和元年に1万人を割り込む
出生数減少は避けられないが、県民の希望出生率の実現に向けた少子化対策が必要

2  少子化の大きな要因
合計特殊出生率低下の要因を分析すると、近年出生要因は上昇、結婚要因が低下（未婚率が上昇）
少子化対策には、従来の子育て支援に加え、今や結婚支援が重要となっている

厚生労働省「人口動態調査」より

※合計特殊出生率:
　1人の女性が生涯に産むとされる子どもの数

出生数 合計特殊出生率
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国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」より

約9割の人が結婚を望んでいるが、価値観の押しつけにならないようにすることが重要
誰もが働きやすい環境づくりや、福利厚生の一環でのさりげない情報提供が結婚支援になる

結婚支援を推進するにあたり、パワハラや
セクハラと捉えられないようにするには？

社員に結婚や交際を聞く場合、どのような
聞き方をすれば良い？

Q1

Q2

結婚応援は具体的にはどのような方法がある？
Q3

A　会社として、個々の従業員の事情に立ち入ることは避ける 
べきですが、結婚や子育てを応援する会社の姿勢を社員に伝
えていきましょう。
誰もが働きやすい環境づくりや、福利厚生と絡めたさり気ない
婚活情報の提供などが、結婚支援につながります。

A　恋愛や結婚はプライベートなことであり、いろいろな事情がある
方、意思を確認されることを煩わしく、又は不快に思う方もいます。
日頃から良好な人間関係を築いたうえで、TPOに配慮して尋ねる
（人前やお酒の席では聞かないなど）ことが大切です。

A  下の「４ 行政と連携した結婚支援」を参考に、まずは県や市
町などの結婚支援策の周知から始めてみてください。

従業員の人生を応援
ながさき結婚・子育て応援宣言

長崎県婚活サポートセンター
応援企業・協力企業

異業種交流を兼ねた出会い
WizCon NAGASAKI

応援企業

協力企業

ながさき結婚 · 子育て応援宣言

企業や団体が、結婚を希望する従業員の後
押しや、安心して妊娠・出産・子育てができ
る職場環境づくりなどを宣言し、県に登録
する制度です。（R3.8.31現在466件）
登録制データマッチング「お見合いシステム」の
従業員割引があります(2年間1万円→5千円)

お見合いの場所を
提供するレストラン、
カフェ、ホテル等

従業員や顧客に対
し、 行政の結婚支
援情報などを提供
する企業

企業や団体の独身グループを登録し、お相
手グループを検索して、交流を申し込みま
す。お相手グループがOKであれば交流会を
開催できます。（企業登録が必要です）

県では、上の３つに取り組んでいただける企業を募集しています。登録企業については、県のウェブサイト等でPRしています。
従業員や顧客の皆様の結婚の希望がかなう環境づくりに向け、ぜひご登録をお願いいたします。

登録申込・お問合せ

長崎県こども未来課　少子化対策班　 電話：095-895-2683
ながさき結婚・子育て応援 検索
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